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　本年３月１５日、安倍内閣総理大臣はＴＰＰ協定交渉への参加を表明し、４月１２日、ＴＰ
Ｐ協定交渉参加に向けた日米協議に合意した。
そもそも、ＴＰＰは原則として関税を全て撤廃することとされており、我が国の農林水産業や
農山漁村に深刻な打撃を与え、食料自給率の低下や地域経済・社会の崩壊を招くとともに、
景観を保ち、国土を保全する多面的機能も維持できなくなるおそれがある。また、ＴＰＰによ
り食の安全・安心が脅かされるなど国民生活にも大きな影響を与えることが懸念される。
　　……（略）……
　よって、政府は、これらを踏まえ、ＴＰＰ協定交渉参加に当たり、次の事項の実現を図るよ
う重ねて強く求めるものである。
　１　米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物などの農林水産物の重要品目について、
引き続き再生産可能となるよう除外又は再協議の対象とすること。十年を超える期間をかけ
た段階的な関税撤廃も含め認めないこと。
　２　残留農薬・食品添加物の基準、遺伝子組換え食品の表示義務、遺伝子組換え種子の規制、
輸入原材料の原産地表示、ＢＳＥに係る牛肉の輸入措置等において、食の安全・安心及び食料
の安定生産を損なわないこと。
　　……（略）……
右決議する。
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